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1. 概要

本計算書は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定している構造強度及び機能維持の設

計方針に基づき，水圧制御ユニットが設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，動的機能

を維持できることを説明するものである。 

水圧制御ユニットは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備に

おいては常設耐震重要重大事故防止設備に分類される。以下，設計基準対象施設及び重大事故

等対処設備としての構造強度評価及び動的機能維持評価を示す。 

2. 一般事項

 2.1 構造計画 

水圧制御ユニットの構造計画を表 2－1に示す。 
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

水圧制御ユニットの

フレームは，床に固

定された水圧制御ユ

ニット支持架構に，

上部，中間及び底部

取付ボルトにより固

定されている。 

アキュムレータ，窒

素容器，スクラムパ

イロット弁，スクラ

ム弁，配管ユニッ

ト，計装ユニット等

の構成部品がフレー

ムに取り付けられた

構造であり，水圧制

御ユニット支持架構

に 137セットが取付

けられている。 2 

上部取付ボルト 

中間取付ボルト 

中間取付ボルト 

上部取付ボルト 

（単位：mm） 

水圧制御ユニット支持架構 

水圧制御ユニット支持架構 

底部取付ボルト 

溶接 

埋込金物 

床 

底部取付ボルト 

水圧制御ユニット 1セット 

(鳥瞰図) 

(側面図) 水圧制御ユニット支持架構の縦はり＊1

注記＊1：鳥瞰図では，水圧制御ユニット支持架構の縦はりを省略する。 
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 2.2 評価方針 

水圧制御ユニットの応力評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」にて設定した荷重及び

荷重の組合せ並びに，許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示す水圧制御ユニットの部

位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4.3 解析モデル及び諸元」及び

「4.4 固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が許容限界内に収

まることを，「4. 地震応答解析及び構造強度評価」にて示す方法にて確認することで実施す

る。また，制御棒駆動水圧系スクラム弁の機能維持評価は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方

針」にて設定した動的機器の機能維持の方針に基づき，機能維持評価用加速度が機能確認済

加速度以下であることを，「5. 機能維持評価」にて示す方法にて確認することで実施する。

確認結果を「6. 評価結果」に示す。 

水圧制御ユニット及び制御棒駆動水圧系スクラム弁の耐震評価フローを図 2－1に示す。 

図 2－1 水圧制御ユニット及び制御棒駆動水圧系スクラム弁の耐震評価フロー 

3 

解析モデル設定 

固有値解析 

地震応答解析 

地震時における応力 

設計用地震力 

水圧制御ユニットの構造強度評価 

機能維持評価用加速度 

制御棒駆動水圧系 

スクラム弁の機能維持評価
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2.3 適用規格・基準等 

本評価において適用する規格・基準等を以下に示す。 

・原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1987（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版（（社）日本電気協 

会） 

・発電用原子力設備規格 設計・建設規格（（社）日本機械学会，2005/2007）（以下「設 

計・建設規格」という。） 
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2.4 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Ａ 

Ａｂ１ 

Ａｂ２ 

Ａｂ３ 

ＣＨ 

ＣⅤ 

ＤO 

Ｄi 

ｄｏ１ 

ｄｏ２ 

ｄｏ３ 

Ｅ 

Ｆ  

Ｆ ＊ 

Ｆｂ 

Ｆｘ 

Ｆｙ 

Ｆｚ 

fｂｍ 

fｃｍ 

fｓｍ 

fｓｂ 

 

fｔｍ 

fｔｏ 

 

fｔｓ 

 

ｉ 

１ 

２ 

３ 

４ 

 

５ 

 

フレームの断面積 

フレームの底部を支持架構に取付けるボルトの軸断面積 

フレームの中間を支持架構に取付けるボルトの軸断面積 

フレームの上部を支持架構に取付けるボルトの軸断面積 

水平方向設計震度 

鉛直方向設計震度 

フレームの外径 

フレームの内径 

フレームの底部を支持架構に取付けるボルトの呼び径 

フレームの中間を支持架構に取付けるボルトの呼び径 

フレームの上部を支持架構に取付けるボルトの呼び径 

縦弾性係数 

設計・建設規格 SSB-3121.1（1）に定める値 

設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 

上部，中間及び底部取付ボルトに作用する引張力 

フレームの軸力（ｘ方向） 

フレームのせん断力（ｙ方向） 

フレームのせん断力（ｚ方向） 

フレームの許容曲げ応力 

フレームの許容圧縮応力 

フレームの許容せん断応力 

せん断力のみを受ける上部，中間及び底部取付ボルトの許容せん

断応力 

フレームの許容引張応力 

引張力のみを受ける上部，中間及び底部取付ボルトの許容引張応

力 

引張力とせん断力を同時に受ける上部，中間及び底部取付ボルト

の許容引張応力（許容組合せ応力） 

断面二次半径 

フレームの底部を支持架構に取付けるボルト間の距離 

フレームの中間を支持架構に取付けるボルト間のＺ軸方向の距離 

フレームの中間を支持架構に取付けるボルト間のＹ軸方向の距離 

フレームの上部を支持架構に取付けるボルト間のＺ軸方向の節点

23からの距離 

フレームの上部を支持架構に取付けるボルト間のＺ軸方向の節点

24からの距離 

mm2 

mm2 

mm2 

mm2 

― 

― 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

N 

N 

N 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

 

MPa 

MPa 

 

MPa 

 

mm 

mm 

mm 

mm 

mm 

 

mm 
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記号 記号の説明 単位 

６

ｋ

Ｍｘ 

Ｍｙ 

Ｍｚ 

ｍｉ 

ｍ 

Ｎ 

Ｎｆ

Ｑｂ

Ｓ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

Ｓｙ（ＲＴ） 

Ｘ,Ｙ,Ｚ 

ｘ,ｙ,ｚ 

Ｚｐ 

Ｚｙ 

Ｚｚ

Ｉｙ

Ｉｚ 

Λ 

λ 

ν 

ν′ 

π 

σｂ

σｃ

σｆ

σｆａ 

σｔ 

σｔｂ 

τ 

τｂ 

フレームの上部を支持架構に取付けるボルト間のＸ軸方向の距離

座屈長さ 

フレームのねじりモーメント（ｘ軸）

フレームの曲げモーメント（ｙ軸）

フレームの曲げモーメント（ｚ軸）

荷重位置の質量（ｉ＝ａ，ｂ，ｃ，ｄ，ｅ） 

水圧制御ユニットのフレーム部材以外の付加質量の合計 

フレームの底部と支持架構取付部 1 箇所当たりの底部取付ボルト

の本数 

評価上引張力を受けるとして期待する底部取付ボルトの本数 

上部，中間及び底部取付ボルトに作用するせん断力 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8に定める材料の 

40℃における値 

絶対（節点）座標軸 

局所（要素）座標軸 

フレームのねじり断面係数

フレームの断面係数（ｙ軸）

フレームの断面係数（ｚ軸）

フレームの断面二次モーメント（ｙ軸）

フレームの断面二次モーメント（ｚ軸）

フレームの限界細長比

フレームの有効細長比

ポアソン比 

座屈に対する安全率 

円周率 

フレームに生じる曲げ応力

フレームに生じる圧縮応力

フレームに生じる組合せ応力

フレームに生じる引張応力又は圧縮応力と曲げ応力の和

フレームに生じる引張応力

上部，中間及び底部取付ボルトに生じる引張応力の最大値 

フレームに生じるせん断応力

上部，中間及び底部取付ボルトに生じるせん断応力の最大値 

mm 

mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm 

kg 

kg 

― 

― 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

― 

― 

mm3 

mm3 

mm3 

mm4 

mm4 

― 

― 

― 

― 

― 

MPa

MPa

MPa

MPa 

MPa

MPa

MPa

MPa 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は，有効数字 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2に示すとおりである。 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位 

質量 kg ― ― 整数位＊1 

長

さ 

下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

部材断面寸法 mm 小数点以下第 2位＊2 四捨五入 小数点以下第 1位＊3 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊4 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊4 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊4 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊5 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

注記＊1：設計上定める値が小数点以下第 1位の場合は，小数点以下第 1位表示とする。 

＊2：設計上定める値が小数点以下第 3位の場合は，小数点以下第 3位表示とする。 

＊3：設計上定める値が小数点以下第 2位の場合は，小数点以下第 2位表示とする。 

注 ＊4：絶対値が 1000以上のときは，べき数表示とする。 

＊5：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏 

点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値と 

する。
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3. 評価部位

水圧制御ユニットの耐震評価は，「4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法」に示す条件に

基づき，耐震評価上厳しくなるフレーム，上部，中間及び底部取付ボルトについて実施する。

なお，水圧制御ユニットは，構造物として十分な剛性を有しており，支持構造物であるフレー

ム，上部，中間及び底部取付ボルトが健全であればスクラム機能を維持できるため，フレーム，

上部，中間及び底部取付ボルトを評価対象とする。水圧制御ユニットの耐震評価部位について

は，表 2－1の概略構造図に示す。 

4. 地震応答解析及び構造強度評価

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) 水圧制御ユニットのフレームは，床に固定された剛構造の水圧制御ユニット支持架構に

上部，中間及び底部取付ボルトにより固定される。 

(2) 水圧制御ユニットの質量には，フレーム自身の質量のほか，配管ユニット，スクラムパ

イロット弁，スクラム弁，チェック弁，ゲート弁，アキュムレータ，窒素容器，計装ユニ

ット及びそれらに内容する水の質量を考慮する。 

(3) 地震力は，水圧制御ユニットに対して水平２方向及び鉛直方向から個別に作用させる。

また，水平２方向及び鉛直方向の動的地震力による荷重の組合せには，ＳＲＳＳ法を適

用する。 

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。

 4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

水圧制御ユニットの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち，設計基準対象施設の評価

に用いるものを表 4－1に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－2に示す。 

4.2.2 許容応力 

  水圧制御ユニットの許容応力は，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に基づき，表 4－3

に示す。 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

水圧制御ユニットの使用材料の許容応力評価条件のうち，設計基準対象施設の評価に

用いるものを表 4－4に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－5に示す。 

8 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御系統

施設 

制御棒駆動 

水圧設備 
水圧制御ユニット Ｓ 

クラス２

支持構造物 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御系統

施設 

制御棒駆動 

水圧設備 
水圧制御ユニット 常設耐震／防止 

重大事故等 

クラス２支持構造物

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊2 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ

ⅤＡＳ

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界を

用いる。） 

注記＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備を示す。 

＊2：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 

9 
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表 4－3 許容応力（クラス２支持構造物及び重大事故等クラス２支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等以外） 

許容限界＊1，＊2

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

引張 せん断 圧縮 曲げ 引張 せん断 

ⅢＡＳ 1.5・ft 1.5・fs 1.5・fc 1.5・fb 1.5・ft 1.5・fs 

ⅣＡＳ 

1.5・ft 1.5・fs 1.5・fc 1.5・fb 1.5・ft 1.5・fs 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる。） 

注記＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を 

省略する。 
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表 4－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ） 

(MPa) 

フレーム

周囲環境温度 50 ― 205 365 ― 

周囲環境温度 50 ― 241 394 ― 

上部及び底部 

取付ボルト 
周囲環境温度 50 ― 211 394 ― 

中間取付ボルト 周囲環境温度 50 ― 198 504 205 

注記＊1：

＊2：

表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｓｙ（ＲＴ）

(MPa) 

フレーム

周囲環境温度 50 ― 205 365 ― 

周囲環境温度 50 ― 241 394 ― 

上部及び底部 

取付ボルト 
周囲環境温度 50 ― 211 394 ― 

中間取付ボルト 周囲環境温度 50 ― 198 504 205 

  注記＊1：

＊2：

11 
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4.3 解析モデル及び諸元 

水圧制御ユニットの解析モデルを図 4－1 に，解析モデルの概要を以下に示す。また，機器

の諸元を本計算書の【水圧制御ユニットの耐震性についての計算結果】の機器要目に示す。 

(1) 図 4－1中○内の数字は部材番号（要素番号），数字は節点番号を示す。

(2) フレーム部材（はり要素）の質量は，各節点に集中質量として付加する。ここで，各節

点の質量は節点に結ばれる全ての要素の 1／2の質量の合計値である。図 4－1中の    は

フレーム部材以外の付加質量位置を示し，ｍa, ｍb は配管ユニット，スクラムパイロット

弁，スクラム弁の質量 kg，ｍcはアキュムレータの質量  kg，ｍdは窒素容器の質

量  kg，ｍeは計装ユニットの質量  kgで総質量は  kg である。 

(3) 図 4－1 中実線はフレーム部材（はり要素），点線は配管ユニット，スクラムパイロット

弁，スクラム弁，アキュムレータ，窒素容器，計装ユニット等を概略表示したものである。 

(4) 拘束条件は，フレーム下端及び上端を固定（６自由度拘束，上部及び底部取付ボルトに

よる固定）とする。フレーム中段をフレーム軸方向自由，フレーム軸直角方向固定（軸直

並進方向拘束，中間取付ボルトによる固定）とする。 

(5) 表 4－6に，部材の応力算出に必要な機器要目を示す。

(6) 解析コードは「ＳＡＰ－Ⅳ」を使用し，固有値と各要素に発生する荷重及びモーメント

を求める。なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，Ⅵ

－5「計算機プログラム（解析コード）の概要」に示す。 

表 4－6 部材の応力算出に必要な機器要目 

材料 

対象要素 ①―⑯ ⑰―⑲ ⑳―㉒ ㉓―㉕ 

Ａ（mm2） 

Ｉｙ（mm4） 

Ｉｚ（mm4） 

Ｚｙ（mm3） 

Ｚｚ（mm3） 

Ｚｐ（mm3） 

断 面 形 状

（㎜） 

ＤO＝φ

Ｄi＝φ

12 
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図 4－1 水圧制御ユニット解析モデル（単位：mm） 
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4.4 固有周期 

固有値解析の結果を表 4－7 に，振動モード図を図 4－2 に示す。固有周期は，0.05 秒以下

であり，剛構造であることを確認した。 

表 4－7 固有値解析結果 

モード 卓越方向 固有周期(s) 
水平方向刺激係数 鉛直方向 

刺激係数 Ｘ方向 Ｙ方向 

1次 水平 0.023 ― ― ― 

図 4－2 振動モード（1次モード 水平方向 0.023s） 
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4.5 設計用地震力 

評価に用いる設計用地震力を表 4－8及び表 4－9に示す。 

「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は， 

Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基づき設定する。 

表 4－8 設計用地震力（設計基準対象施設） 

据付場所 
及び 

床面高さ 
（m） 

固有周期(s) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建物 
EL 23.8＊1 

0.023 0.05以下 

ＣＨ＝1.17＊2 

（NS方向） 
ＣＨ＝1.20＊2 

（EW方向） 

ＣＶ＝0.98＊2 

ＣＨ＝2.17＊3 

（NS方向） 
ＣＨ＝2.07＊3 

（EW方向） 

ＣＶ＝1.95＊3 

注記＊1：基準床レベルを示す。 
＊2：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）及び静的震度を上回る設計震度 
＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

表 4－9 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

据付場所 
及び 

床面高さ 
（m） 

固有周期(s) 弾性設計用地震動Ｓｄ 
又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

原子炉建物 
EL 23.8＊1 

0.023 0.05以下 ― ― 

ＣＨ＝2.17＊2 

（NS方向） 
ＣＨ＝2.07＊2 

（EW方向） 

ＣＶ＝1.95＊2 

注記＊1：基準床レベルを示す。 
＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 
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4.6 計算方法 

4.6.1 応力の計算方法 

4.6.1.1 フレームの応力 

解析による計算で得られる各要素端での軸力Ｆｘ，せん断力Ｆｙ，Ｆｚ，ねじりモ

ーメントＭｘ及び曲げモーメントＭｙ，Ｍｚより各応力を次のように求める。 

(1) 引張応力又は圧縮応力

Ａ

|Ｆ|
＝σ

x
t ･････････････････････････････････････････････････ (4.6.1.1.1) 

Ａ

|Ｆ|
－＝σ

x
c ･･･････････････････････････････････････････････ (4.6.1.1.2) 

(2) せん断応力

















































2222

Ａ

|Ｆ|
＋

Ｚ

|Ｍ|
＋

Ａ

|Ｆ|

，Ａ

|Ｆ|
＋

Ｚ

|Ｍ|
＋

Ａ

|Ｆ|
τ＝Max

y

p

xzz

p

xy ･･ (4.6.1.1.3) 

(3) 曲げ応力

鋼管の場合

･･･････････････････････････････････････ (4.6.1.1.4) 

  形鋼の場合 

･････････････････････････････････････････ (4.6.1.1.5) 

(4) 組合せ応力

22＋3･τσ＝σ faf ･････････････････････････････････････････ (4.6.1.1.6) 

ここで， 

b
x

fa ＋σ
Ａ

|Ｆ|
＝σ ･･･････････････････････････････････････････ (4.6.1.1.7) 

22

z

z

y

y
b

Ｚ

Ｍ

Ｚ

Ｍ
＝σ 


















z

z

y

y
b

Ｚ

|Ｍ|
＋

Ｚ

|Ｍ|
＝σ
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  4.6.1.2 上部，中間及び底部取付ボルトの応力 

上部，中間及び底部取付ボルトに生じる応力は，解析による計算で得られる各要

素端での軸力Ｆｘ，せん断力Ｆｙ，Ｆｚ，ねじりモーメントＭｘ及び曲げモーメント

Ｍｙ，Ｍｚから手計算により，地震による引張応力とせん断応力について計算する。 

4.6.1.2.1 フレームの底部を支持架構に取付けるボルトの応力 

フレームの底部を支持架構に取付けるボルトの概要を図 4－3に示す。

(1) 引張応力

底部取付ボルトに対する引張応力は，図 4－3に示すフレームのせん断力Ｆｙ及び曲げ

モーメントＭｚを考え，これを保守的に片側のボルトで受けるものとして計算する。

a. 引張力

1

z
b y

|Ｍ |
Ｆ ＝|Ｆ |＋ ･･･････････････････････････････････････ (4.6.1.2.1.1) 

b. 引張応力

b
tb

f b1

Ｆ
σ ＝

Ｎ ・Ａ
･･･････････････････････････････････････ (4.6.1.2.1.2) 

ここで，ボルトの軸断面積Ａｂ1は次式により求める。 

２

ｏ1
b1
π

Ａ ＝ ・ｄ
4

･･･････････････････････････････････････ (4.6.1.2.1.3) 

(2) せん断応力

底部取付ボルトに対するせん断力は，図 4－3に示すフレームの軸力Ｆｘ，フレームの

せん断力Ｆｚ，ねじりモーメントＭｘ及び曲げモーメントＭｙを考え，これをフレーム

と底部の取付部 1箇所当たりの底部取付ボルトの本数で受けるものとして計算する。 

a. せん断力

1

 
 
 

2

2 x y
b x z

i

|Ｍ | |Ｍ |
Ｑ ＝ |Ｆ | ＋ |Ｆ |＋ ＋

Ｄ
･･････････････････････ (4.6.1.2.1.4) 

b. せん断応力

b
b

b1

Ｑ
τ ＝

Ｎ・Ａ
････････････････････････････････････････ (4.6.1.2.1.5) 

ここで，ボルトの軸断面積Ａｂ1は，（4.6.1.2.1.3）式による。

図 4－3 フレームの底部を支持架構に取付けるボルト部の概要 

フレーム

Ｄi 

ℓ１ 

底部取付ボルト 

Ｆｘ 
Ｆｚ 

Ｆｙ 

Ｍｚ 

Ｍｙ 

Ｍｘ 
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4.6.1.2.2 フレームの中間を支持架構に取付けるボルトの応力 

フレームの中間を支持架構に取付けるボルトの概要を図 4－4に示す。

(1) 引張応力

中間取付ボルトに対する引張応力は，図 4－4 に示すフレームのせん断力Ｆｙ，Ｆｚを

考え，これをボルトで受けるものとして計算する。 

a. 引張力

b1 yＦ ＝|Ｆ | ･････････････････････････････････････････････ (4.6.1.2.2.1)

3

2

×z
b2

|Ｆ |
Ｆ ＝  ･････････････････････････････････････････ (4.6.1.2.2.2)

b. 引張応力

+
b1 b2

tb
b2 b2

Ｆ Ｆ
σ ＝

2・Ａ 1・Ａ
･････････････････････････････････ (4.6.1.2.2.3) 

ここで，ボルトの軸断面積Ａｂ２は次式により求める。

２

ｏ2
b2
π

Ａ ＝ ・ｄ
4

････････････････････････････････････････ (4.6.1.2.2.4) 

(2) せん断応力

中間取付ボルトに対するせん断応力は，図 4－4に示すフレームのせん断力Ｆｚを考え，

これを 2本のボルトで受けるものとして計算する。 

a. せん断力

b zＱ  ＝|Ｆ | ･････････････････････････････････････････････ (4.6.1.2.2.5)

b. せん断応力

b
b

b2

Ｑ
τ ＝

2・Ａ
･･･････････････････････････････････････････ (4.6.1.2.2.6) 

ここで，ボルトの軸断面積Ａｂ２は，（4.6.1.2.2.4）式による。

図 4－4 フレームの中間を支持架構に取付けるボルト部の概要 

Ｆy 

Ｆｚ 

フレーム

中間取付ボルト 

支持架構 

ℓ２ 

ℓ３ 
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4.6.1.2.3 フレームの上部を支持架構に取付けるボルトの応力 

フレームの上部を支持架構に取付けるボルトの概要を図 4－5に示す。

(1) 引張応力

上部取付ボルトに対する引張応力は，図 4－5に示すフレームの軸力Ｆｘ及び曲げモー

メントＭy，Ｍｚを考え，これを 1本のボルトで受けるものとして計算する。

a. 引張力

6 4 6

 
  
 

z1 y23 z23
b1 x1

|Ｍ | |Ｍ | |Ｍ |
Ｆ ＝|Ｆ |+ ･･････････････････ (4.6.1.2.3.1) 

6 5 6

 
  
 

z2 y24 z24
b2 x2

|Ｍ | |Ｍ | |Ｍ |
Ｆ ＝|Ｆ |+ ･･････････････････ (4.6.1.2.3.2) 

b. 引張応力

 
 
 ，

b1 b2
tb

b3 b3

Ｆ Ｆ
σ ＝Max

1・Ａ 1・Ａ
････････････････････････････ (4.6.1.2.3.3) 

ここで，ボルトの軸断面積Ａｂ３は次式により求める。 

２

ｏ3
b3
π

Ａ ＝ ・ｄ
4

････････････････････････････････････････ (4.6.1.2.3.4) 

(2) せん断応力

上部取付ボルトに対するせん断応力は，図 4－5 に示すフレームのせん断力Ｆｙ，

Ｆｚを考え，これを 1本のボルトで受けるものとして計算する。 

a. せん断力

2 2
b1 y1 z1Ｑ ＝ |Ｆ | |Ｆ | ･････････････････････････････････ (4.6.1.2.3.5)

2 2
b2 y2 z2Ｑ ＝ |Ｆ | |Ｆ | ･････････････････････････････････ (4.6.1.2.3.6) 

b. せん断応力

 
 
 ,

b1 b2
b

b3 b3

Ｑ Ｑ
τ ＝Max

1・Ａ 1・Ａ
･･･････････････････････････････ (4.6.1.2.3.7) 

ここで，ボルトの軸断面積Ａｂ３は，（4.6.1.2.3.4）式による。 

図 4－5 フレームの上部を支持架構に取付けるボルト部の概要 
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4.7 計算条件 

応力解析に用いる自重（水圧制御ユニット）及び荷重（地震荷重）は，本計算書の【水圧

制御ユニットの耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

4.8 応力の評価 

4.8.1 フレームの応力評価 

4.6.1.1項で求めた各応力が下表で定めた許容応力以下であること。ただし，組合せ応

力が許容引張応力 fｔｍ以下であること。 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 
fｔｍ 

・1.5
1.5

Ｆ
・1.5

1.5

Ｆ

許容圧縮応力 
fｃｍ 

・1.5
ν

Ｆ
・

Λ

λ
0.4・1

2





















 ・1.5

ν

Ｆ
・

Λ

λ
0.4・1

2























許容せん断応力 
fｓｍ 

許容曲げ応力 
fｂｍ 

・1.5
1.5

Ｆ
・1.5

1.5

Ｆ

ただし， 

･･････････････････････････････････････････････････････ (4.8.1.1) 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度による荷重との組合せの場合 

0.6・Ｆ

・Ｅπ
Λ＝

2

･････････････････････････････････････････････････ (4.8.1.2) 

基準地震動Ｓｓによる荷重との組合せの場合 

0.6・Ｆ

・Ｅπ
Λ＝

2

 ･････････････････････････････････････････････････ (4.8.1.3) 

･･････････････････････････････････････････････ (4.8.1.4) 

・1.5
31.5・

Ｆ
・1.5
31.5・

Ｆ

i

k
＝λ



2

Λ

λ
・
3

2
ν＝1.5 








′ 

′ ′ 

＊

＊

＊
＊

＊
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4.8.2 上部，中間及び底部取付ボルトの応力評価 

4.6.1.2項で求めた上部，中間及び底部取付ボルトの引張応力σｔｂ は，次式より求め

た許容組合せ応力 

fｔｓ以下であること。ただし，fｔｏは下表による。 

fｔｓ＝Min[1.4・fｔｏ－1.6・τｂ，fｔｏ] ･･････････････････････････････ (4.8.2.1) 

せん断応力τｂはせん断力のみを受ける上部，中間及び底部取付ボルトの許容せん断応

力 fｓｂ以下であること。ただし，fｓｂは下表による。 

弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度による 

荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

fｔｏ 
・1.5
2

Ｆ
・1.5
2

Ｆ

許容せん断応力 

fｓｂ 
・1.5
31.5・

Ｆ
・1.5
31.5・

Ｆ

＊
＊
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5. 機能維持評価

5.1 動的機能維持評価方法 

制御棒駆動水圧系スクラム弁の動的機能維持評価について以下に示す。 

なお，機能維持評価用加速度は，Ⅵ-2-1-7「設計用床応答スペクトルの作成方針」に基

づき，基準地震動Ｓｓにより定まる加速度又はこれを上回る加速度を設定する。 

制御棒駆動水圧系スクラム弁は，地震時動的機能維持が確認された機種と類似の構造であ

るため，Ⅵ-2-1-9「機能維持の基本方針」に記載の機能確認済加速度を適用する。機能確認

済加速度を表 5－1に示す。 

表 5－1 機能確認済加速度 (×9.8m/s2) 

評価部位 方向 機能確認済加速度 

制御棒駆動水圧系スクラム弁 

水平 6.0 

鉛直 6.0 
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6. 評価結果

6.1 設計基準対象施設としての評価結果 

水圧制御ユニットの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容

限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，動的機能を維持できる

ことを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。

6.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

水圧制御ユニットの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発

生値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有し，動的機能を

維持できることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。

(2) 機能維持評価結果

動的機能維持評価の結果を次頁以降の表に示す。
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【水圧制御ユニットの耐震性についての計算結果】 

1．設計基準対象施設

1.1 設計条件

機器名称 耐震重要度分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(ｓ) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水圧制御ユニット Ｓ 
原子炉建物 

EL 23.8＊1
0.023 0.05以下 

ＣＨ＝1.17＊2

（NS方向） 

ＣＨ＝1.20＊2

（EW方向）

ＣＶ＝0.98＊2 

ＣＨ＝2.17＊3

（NS方向） 

ＣＨ＝2.07＊3

（EW方向）

ＣＶ＝1.95＊3 ― 50 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

  ＊2：設計用震度Ⅰ（弾性設計用地震動Ｓｄ）及び静的震度を上回る設計震度 

＊3：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

1.2 機器要目 

ｍ

(kg)
１
(mm) 

２
(mm) 

３
(mm) 

４
(mm) 

５
(mm) 

６
(mm) 

ｄｏ１ 

(mm)

ｄｏ２ 

(mm)

ｄｏ３ 

(mm)

Ａｂ１ 

(mm2) 

Ａｂ２ 

(mm2) 

Ａｂ３ 

(mm2) 
Ｎ Ｎｆ 

Ｄｉ 

(mm) 

2 1 

部材 材料 Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ ＊

(MPa) 

フレーム

205 365 205 246 

241 

(厚さ≦16mm) 

394 

(厚さ≦16mm) 
241 276 

上部及び底部 

取付ボルト 

211 

(径＞40mm) 

394 

(径＞40mm) 
211 253 

中間取付ボルト 198 504 205 246 

24 

ℓ１

Ｄｉ 

ℓ６

Ｆy 

Ｆｚ 
ℓ３ 

ℓ２ 

上部取付ボルト 

フレーム

取付ボルト 

中間取付ボルト 

底部取付ボルト 
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材料 
Ｅ 

(MPa) 
ν

ｋ

(mm) 

ｉ 

(mm) 
λ Λ ν′ 

注記 ＊1：弾性設計用地震動 Sd又は静的震度による荷重との組合せの場合 

 ＊2：基準地震動 Ssによる荷重との組合せの場合 

要素番号＊ 

○8 ○10○14○16 ○19 ○20○21

材料 

Ａ(mm2) 

Ｚｙ(mm3) 

Ｚｚ(mm3) 

Ｚｐ(mm3) 

注記＊：各部材の材料ごとに，解析結果の各応力がそれぞれ最も厳しい評価となる箇所を選定している。 
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1.3 計算数値 

1.3.1 フレームの荷重及びモーメント 

要素 

番号＊ 

節点 

番号＊ 
荷重方向 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度による荷重との組合せの場合（1/2） 

フレームの荷重 フレームのモーメント

Ｆｘ

(N) 

Ｆｙ

(N) 

Ｆｚ

(N) 

Ｍｘ

(N･mm) 

Ｍｙ

(N･mm) 

Ｍｚ

(N･mm) 

○8 10 
地震 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

自重 

○10 12 
地震 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

自重 

○14 14 
地震 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

自重 

○16 16 
地震 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

自重 

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

注記＊：各部材の材料ごとに，解析結果の各応力がそれぞれ最も厳しい評価となる箇所を選定している。 
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要素 

番号＊ 

節点 

番号＊ 
荷重方向 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度による荷重との組合せの場合（2/2） 

フレームの荷重 フレームのモーメント

Ｆｘ

(N) 

Ｆｙ

(N) 

Ｆｚ

(N) 

Ｍｘ

(N･mm) 

Ｍｙ

(N･mm) 

Ｍｚ

(N･mm) 

○19 20 
地震 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

自重 

○20 21 
地震 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

自重 

○21 21 
地震 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

自重 

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

注記＊：各部材の材料ごとに，解析結果の各応力がそれぞれ最も厳しい評価となる箇所を選定している。 
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要素 

番号＊ 

節点 

番号＊ 
荷重方向 

基準地震動Ｓｓによる荷重との組合せの場合（1/2） 

フレームの荷重 フレームのモーメント

Ｆｘ

(N) 

Ｆｙ

(N) 

Ｆｚ

(N) 

Ｍｘ

(N･mm) 

Ｍｙ

(N･mm) 

Ｍｚ

(N･mm) 

○8 10 
地震 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

自重 

○10 12 
地震 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

自重 

○14 14 
地震 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

自重 

○16 16 
地震 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

自重 

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

注記＊：各部材の材料ごとに，解析結果の各応力がそれぞれ最も厳しい評価となる箇所を選定している。 
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要素 

番号＊ 

節点 

番号＊ 
荷重方向 

基準地震動Ｓｓによる荷重との組合せの場合（2/2） 

フレームの荷重 フレームのモーメント

Ｆｘ

(N) 

Ｆｙ

(N) 

Ｆｚ

(N) 

Ｍｘ

(N･mm) 

Ｍｙ

(N･mm) 

Ｍｚ

(N･mm) 

○19 20 
地震 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

自重 

○20 21 
地震 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

自重 

○21 21 
地震 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

自重 

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

注記＊：各部材の材料ごとに，解析結果の各応力がそれぞれ最も厳しい評価となる箇所を選定している。 
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1.3.2 上部，中間及び底部取付ボルトの荷重及びモーメント 

要素 

番号＊1 

節点 

番号＊1 
荷重方向 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度による荷重との組合せの場合 

上部，中間及び底部取付ボルトの荷重 上部，中間及び底部取付ボルトのモーメント＊2 

Ｆｘ

(N) 

Ｆｙ

(N) 

Ｆｚ

(N) 

Ｍｘ

(N･mm) 

Ｍｙ

(N･mm) 

Ｍｚ

(N･mm) 

○1 1 
地震 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

自重 

○26 23 
地震 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

自重 

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

注記＊1：上部，中間及び底部取付ボルトのうち，解析結果の各応力が最も厳しい評価となる箇所を選定している。 

＊2：節点でのモーメントからボルトに作用する引張荷重を算出 

要素 

番号＊1 

節点 

番号＊1 
荷重方向 

基準地震動Ｓｓによる荷重との組合せの場合 

上部，中間及び底部取付ボルトの荷重 上部，中間及び底部取付ボルトのモーメント＊2 

Ｆｘ

(N) 

Ｆｙ

(N) 

Ｆｚ

(N) 

Ｍｘ

(N･mm) 

Ｍｙ

(N･mm) 

Ｍｚ

(N･mm) 

○1 1 
地震 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

自重 

○26 23 
地震 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

自重 

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

注記＊1：上部，中間及び底部取付ボルトのうち，解析結果の各応力が最も厳しい評価となる箇所を選定している。 

＊2：節点でのモーメントからボルトに作用する引張荷重を算出 
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1.4 結論 

1.4.1 固有周期  (単位：s) 

方向 固有周期 

水平方向 0.023 

鉛直方向 0.05以下 
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1.4.2 応力  (単位：MPa) 

部材 材料 応力 
要素

番号＊1 

節点

番号＊1 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

フレーム

引張
＊2

○8 10 σｔ ＝6 f ｔｍ ＝205 σｔ ＝10 f ｔｍ ＝246 

圧縮
＊2

○8 10 σｃ ＝6＊5 f ｃｍ ＝157 σｃ ＝10＊5 f ｃｍ ＝179 

せん断
＊2

○16 16 τ  ＝7 f ｓｍ ＝118 τ  ＝11 f ｓｍ ＝142 

曲げ
＊2

○14 14 σｂ ＝40 f ｂｍ ＝205 σｂ ＝69 f ｂｍ ＝246 

組合せ
＊3

○10 12 σｆ ＝44 f ｔｍ ＝205 σｆ ＝76 f ｔｍ ＝246 

引張
＊2

○21 21 σｔ ＝2 f ｔｍ ＝241 σｔ ＝4 f ｔｍ ＝276 

圧縮
＊2

○21 21 σｃ ＝2＊5 f ｃｍ ＝219 σｃ ＝4＊5 f ｃｍ ＝247 

せん断
＊2

○19 20 τ  ＝11 f ｓｍ ＝139 τ  ＝17 f ｓｍ ＝159 

曲げ
＊2

○20 21 σｂ ＝38 f ｂｍ ＝241 σｂ ＝65 f ｂｍ ＝276 

組合せ
＊3

○20 21 σｆ ＝41 f ｔｍ ＝241 σｆ ＝69 f ｔｍ ＝276 

上部取付 

ボルト 

引張
＊4

○1 1 σｔｂ＝54 f ｔｓ  ＝158＊6 σｔｂ＝89 f ｔｓ  ＝189＊6 

せん断
＊4

○1 1 τｂ ＝13 f ｓｂ  ＝121 τｂ ＝21 f ｓｂ  ＝146 

注記＊1：フレームは，各部材の材料ごとに，取付ボルトは上部，中間及び底部取付ボルトのうち，解析結果の各応力が最も厳しい評価となる箇所を選定している。 

＊2：フレームの引張，圧縮，せん断，曲げ応力の算出応力は，荷重方向（Ｘ，Ｙ，Ｚ，自重）ごとの応力を用いて以下のように求める。 

ここで，荷重方向（Ｘ，Ｙ，Ｚ，自重）ごとの応力は 4.6.1.1項により求める。 

  (算出応力) = |(自重方向による応力)| + √(Ｘ軸方向荷重による応力)2 + (Ｙ軸方向荷重による応力)2 + (Ｚ軸方向荷重による応力)2 

＊3：フレームの組合せ応力は＊2で求めた引張，圧縮，せん断，曲げ応力を用いて 4.6.1.1項により求める。 

＊4：上部取付ボルトの引張，せん断応力は＊2と同様の順序で求める。ただし，応力の算出には 4.6.1.2項を用いる。 

＊5：絶対値を記載 

＊6：fｔｓ＝Min[1.4・fｔｏ－1.6・τb，fｔｏ]  

すべて許容応力以下である。
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S2 補 Ⅵ-2-6-3-2-1-1 R0 

1.4.3 動的機能維持の評価結果  (×9.8 m/s2) 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

制御棒駆動水圧系 

スクラム弁

水平方向 
NS方向：1.02 

EW方向：0.98 6.0 

鉛直方向 1.28 6.0 

注記＊：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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S2 補 Ⅵ-2-6-3-2-1-1 R0 

2．重大事故等対処設備 

2.1 設計条件 

機器名称 設備分類 
据付場所及び床面高さ 

(m) 

固有周期(ｓ) 
弾性設計用地震動Ｓｄ 

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用温度 

(℃) 

周囲環境温度 

(℃) 
水平方向 鉛直方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水圧制御ユニット 常設耐震／防止 
原子炉建物 

EL 23.8＊1 
0.023 0.05以下 ― ― 

ＣＨ＝2.17＊2

（NS方向） 

ＣＨ＝2.07＊2

（EW方向） 

ＣＨ＝1.95＊2 ― 50 

注記＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度 

1.2 機器要目 

ｍ

(kg)
１
(mm) 

２
(mm) 

３
(mm) 

４
(mm) 

５
(mm) 

６
(mm) 

ｄｏ１ 

(mm)

ｄｏ２ 

(mm)

ｄｏ３ 

(mm)

Ａｂ１ 

(mm2) 

Ａｂ２ 

(mm2) 

Ａｂ３ 

(mm2) 
Ｎ Ｎｆ 

Ｄｉ 

(mm) 

2 1 

部材 材料 Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ ＊

(MPa) 

フレーム

205 365 ― 246 

241 

(厚さ≦16mm) 

394 

(厚さ≦16mm) 
― 276 

上部及び底部 

取付ボルト 

211 

(径＞40mm) 

394 

(径＞40mm) 
― 253 

中間取付ボルト 198 504 ― 246 

34 

ℓ１

Ｄｉ 

ℓ６

Ｆy 

Ｆｚ 
ℓ３ 

ℓ２ 

上部取付ボルト 

フレーム

取付ボルト 

中間取付ボルト 

底部取付ボルト 



S2 補 Ⅵ-2-6-3-2-1-1 R0 

材料 
Ｅ 

(MPa) 
ν

ｋ

(mm) 

ｉ 

(mm) 
λ Λ ν′ 

注記 ＊：基準地震動 Ssによる荷重との組合せの場合 

要素番号＊ 

○8 ○10○14○16 ○19 ○20○21

材料 

Ａ(mm2) 

Ｚｙ(mm3) 

Ｚｚ(mm3) 

Ｚｐ(mm3) 

注記＊：各部材の材料ごとに，解析結果の各応力がそれぞれ最も厳しい評価となる箇所を選定している。 
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S2 補 Ⅵ-2-6-3-2-1-1 R0 

2.3 計算数値 

2.3.1 フレームの荷重及びモーメント 

要素 

番号＊ 

節点 

番号＊ 
荷重方向 

基準地震動Ｓｓによる荷重との組合せの場合（1/2） 

フレームの荷重 フレームのモーメント

Ｆｘ

(N) 

Ｆｙ

(N) 

Ｆｚ

(N) 

Ｍｘ

(N･mm) 

Ｍｙ

(N･mm) 

Ｍｚ

(N･mm) 

○8 10 
地震 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

自重 

○10 12 
地震 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

自重 

○14 14 
地震 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

自重 

○16 16 
地震 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

自重 

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

注記＊：各部材の材料ごとに，解析結果の各応力がそれぞれ最も厳しい評価となる箇所を選定している。 
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S2 補 Ⅵ-2-6-3-2-1-1 R0 

要素 

番号＊ 

節点 

番号＊ 
荷重方向 

基準地震動Ｓｓによる荷重との組合せの場合（2/2） 

フレームの荷重 フレームのモーメント

Ｆｘ

(N) 

Ｆｙ

(N) 

Ｆｚ

(N) 

Ｍｘ

(N･mm) 

Ｍｙ

(N･mm) 

Ｍｚ

(N･mm) 

○19 20 
地震 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

自重 

○20 21 
地震 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

自重 

○21 21 
地震 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

自重 

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

注記＊：各部材の材料ごとに，解析結果の各応力がそれぞれ最も厳しい評価となる箇所を選定している。 
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S2 補 Ⅵ-2-6-3-2-1-1 R0 

2.3.2 上部，中間及び底部取付ボルトの荷重及びモーメント 

要素 

番号＊1 

節点 

番号＊1 
荷重方向 

基準地震動Ｓｓによる荷重との組合せの場合 

上部，中間及び底部取付ボルトの荷重 上部，中間及び底部取付ボルトのモーメント＊2 

Ｆｘ

(N) 

Ｆｙ

(N) 

Ｆｚ

(N) 

Ｍｘ

(N･mm) 

Ｍｙ

(N･mm) 

Ｍｚ

(N･mm) 

○1 1 
地震 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

自重 

○26 23 
地震 

Ｘ 

Ｙ 

Ｚ 

自重 

注：添字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

注記＊1：上部，中間及び底部取付ボルトのうち，解析結果の各応力が最も厳しい評価となる箇所を選定している。 

＊2：節点でのモーメントからボルトに作用する引張荷重を算出 
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2.4 結論 

2.4.1 固有周期  (単位：s) 

方向 固有周期 

水平方向 0.023 

鉛直方向 0.05以下 
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S2 補 Ⅵ-2-6-3-2-1-1 R0 

2.4.2 応力   (単位：MPa) 

注記＊1：フレームは，各部材の材料ごとに，取付ボルトは上部，中間及び底部取付ボルトのうち，解析結果の各応力が最も厳しい評価となる箇所を選定している。 

＊2：フレームの引張，圧縮，せん断，曲げ応力の算出応力は，荷重方向（Ｘ，Ｙ，Ｚ，自重）ごとの応力を用いて以下のように求める。 

ここで，荷重方向（Ｘ，Ｙ，Ｚ，自重）ごとの応力は 4.6.1.1項により求める。 

  (算出応力) = |(自重方向による応力)| + √(Ｘ軸方向荷重による応力)2 + (Ｙ軸方向荷重による応力)2 + (Ｚ軸方向荷重による応力)2 

＊3：フレームの組合せ応力は＊2で求めた引張，圧縮，せん断，曲げ応力を用いて 4.6.1.1項により求める。 

＊4：上部取付ボルトの引張，せん断応力は＊2と同様の順序で求める。ただし，応力の算出には 4.6.1.2項を用いる。 

＊5：絶対値を記載 

＊6：fｔｓ＝Min[1.4・fｔｏ－1.6・τb，fｔｏ] 

すべて許容応力以下である。

部材 材料 応力 
要素

番号＊1 

節点

番号＊1 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

算出応力 許容応力 算出応力 許容応力 

フレーム

引張
＊2

○8 10 － － σｔ ＝10 f ｔｍ ＝246 

圧縮
＊2

○8 10 － － σｃ ＝10＊5 f ｃｍ ＝179 

せん断
＊2

○16 16 － － τ  ＝11 f ｓｍ ＝142 

曲げ
＊2

○14 14 － － σｂ ＝69 f ｂｍ ＝246 

組合せ
＊3

○10 12 － － σｆ ＝76 f ｔｍ ＝246 

引張
＊2

○21 21 － － σｔ ＝4 f ｔｍ ＝276 

圧縮
＊2

○21 21 － － σｃ ＝4＊5 f ｃｍ ＝247 

せん断
＊2

○19 20 － － τ  ＝17 f ｓｍ ＝159 

曲げ
＊2

○20 21 － － σｂ ＝65 f ｂｍ ＝276 

組合せ
＊3

○20 21 － － σｆ ＝69 f ｔｍ ＝276 

上部取付 

ボルト 

引張
＊4

○1 1 － － σｔｂ＝89 f ｔｓ  ＝189＊6 

せん断
＊4

○1 1 － － τｂ ＝21 f ｓｂ  ＝146 
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S2 補 Ⅵ-2-6-3-2-1-1 R0E 

2.4.3 動的機能維持の評価結果   (×9.8 m/s2） 

機能維持評価用加速度＊ 機能確認済加速度 

制御棒駆動水圧系 

スクラム弁

水平方向 
NS方向：1.02 

EW方向：0.98 
6.0 

鉛直方向 1.28 6.0 

注記＊：設計用震度Ⅰ（基準地震動Ｓｓ）を上回る設計震度により定まる加速度 

機能維持評価用加速度はすべて機能確認済加速度以下である。 
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